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23,080 23,152 23,483 
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25,511 24,719 
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市税 地方譲与税及び各種交付金 地方交付税

国県支出金 市債 繰入金

その他の歳入 （歳入合計）

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

23,080 23,152 23,483 
22,431 22,662 

25,511 24,719 
26,805 26,916 

21,875 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

（百万円）

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費

災害復旧事業費 物件費 維持補修費 補助費等

積立金 投資及び出資金・貸付金 繰出金 （歳出合計）

第５節　財政フレーム 

国内及び世界では、不安定な経済状況が続いており、市税、地方交付税などの一般財源の

大幅な増加は見込みにくい状況です。また、公共施設の老朽化対策に加え、ごみ処理施設や

斎場施設の整備などの大規模事業を予定していることから、財政の健全化と市民サービスの

バランスを考慮しつつ、将来にわたり、持続可能な財政基盤を確立する必要があります。 

本計画の目標年次である令和 17（2035）年度の財政フレームは、歳入に応じた財政規模

で引き続き安定的な財政運営を行うことを基本とします。 

令和 13（2031）年度から令和 16（2034）年度までに歳入規模が大きくなった要因は、

ごみ処理施設整備事業などの大規模事業に係る国庫補助金や市債が影響しており、そのよう

な要因を除いた歳入推計をもとに、220 億円から 230 億円の規模と設定します。 

 

■歳入の推計 

 

 

 

  

 

 

 

■歳出の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政フレーム

設定額

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
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